(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　支出科目　　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:介護予防推進・評価事業費（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者担当　電話番号：058-272-1111（内2598）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,725千円　（前年度予算額：1,730千円）

	要求内容


	１　要求の内容


平成18年度より、市町村において介護予防を推進するため、改正介護保険法に基づ
く予防給付と地域支援事業における介護予防事業が行われている。市町村における効
果的な介護予防事業の実施を支援するため、県で介護予防に関する普及啓発、市町村
担当者の資質向上、介護予防関連事業の評価等を行う。 
（１）介護予防推進・評価委員会　　  425千円　→　491千円
①介護予防推進・評価委員会（2回）

関係機関代表からなる委員会を設置し、介護予防事業における評価・検証、今後
の県の介護予防施策の進め方等について検討する。   
②専門部会（各1回）
 　「運動器の機能向上部会」「口腔機能向上部会」「栄養改善部会」の3つの専門部会
を設置し、専門・技術的な指導について検討する。
（２）介護予防従事者研修　　　　　　580千円  →　510千円
市町村及び事業所介護予防事業関係職員を対象に、を元に、効果的な事業実施の
普及を図る研修会を開催する。
　　　　〔内容〕口腔機能向上に関する内容、栄養改善に関する内容、運動機能向上の
講師の市町村派遣
（３）介護予防事業マニュアル検討委員会（各２回）　591千円　→　618千円
国の示す指針を基に「介護予防実践マニュアル（岐阜県版）運動器・口腔機能・
栄養改善」を作成してきた。より実践的なプログラム例や普及のためのツールを作
成する。
（４）地域包括支援センター連絡会議（全体会議１回、圏域会議各圏域１回）
　134千円　→　106千円
　　　　県内の地域包括支援センターの情報交換の場として設置。
同時に、課題となっている事項についてアドバイザーを入れて検討を行い、課
題の解決につなげる。
	２　所要経費


　　各委員会、研修等開催経費（負担区分：国1/2、県1/2）
報償費　824千円、旅費　435千円（費用弁償349、業務旅費86）　

消耗品費　27千円、会議費　8千円、印刷製本費　250千円、役務費　8千円

使用料　173千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

　　４　生涯を通じての健康づくりに取り組む

　　　○介護予防や認知症予防を推進する

	２　これまでの取組状況


	
	(1)推進評価委員会
	(2)従事者研修
	(3)ﾏﾆｭｱﾙ検討委員会
	(4)連絡会

	平成22年度
	委員会1回、

専門部会3回
	運動講師派遣3市町、
口腔1回、栄養1回
	運動2回、口腔1回、栄養3回
	全体1回、
圏域5回

	平成23年度
	委員会2回、

専門部会各1回予定
	運動講師派遣2市町、
運動･口腔･栄養各1回予定
	運動･口腔･栄養各2回予定
	全体1回、

圏域3回


	３　これまでの取組に対する評価


市町村における介護予防事業の推進が図られた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,730
	865
	
	
	
	
	
	
	865

	要求額
	1,725
	862
	
	
	
	
	
	
	863

	決定額
	1,725
	862
	
	
	
	
	
	
	863


